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概 要  
多様な働き方・多様なキャリアが尊重されつつある昨今、従業員の主体的なキャリア開発を企業が支
援する必要性が叫ばれつつある。しかしながら、従業員の仕事への態度・行動にいかなる効果をもたら
すかについては未だ十分に明らかになっていない。本研究では、企業が実施するキャリア開発施策（キ
ャリア面談・自己申告の機会、世代別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自
己啓発の支援）が従業員のワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に影響するのかを明らかにするこ
とを目的とする。また、それらはいかなる対象と環境において効果的であるのかを明らかにする。その
際の対象および環境として、年齢、組織サポート知覚（perceived organizational support: POS）、4 つ
の異なるキャリア志向（階層的キャリア志向、専門的キャリア志向、スパイラル・キャリア志向、変動
的キャリア志向）がどのような調整効果をもたらすのかについて検証を行う。これらを通じて、企業が
キャリア開発施策を実施する際に、どのような施策を、どのような対象と環境に留意しながら企画検討、
実施すれば良いのかを考察する。  
本研究では、従業員 1,000 名以上の企業に勤める正社員を対象とした定量的な調査を実施し、収集し
た 200 名のサンプルについて分析を行った。  
分析の結果、キャリア開発施策のうち「キャリアカウンセリング」、「自己啓発の支援」が、それぞれ
ワーク・エンゲイジメントに正の関係を有すると同時に、それ以外の施策はワーク・エンゲイジメント
に有意な関係を有していないことが明らかとなった。さらに、いずれのキャリア開発施策も離職意思に
有意な関係を有していないことが明らかとなった。また、年齢、組織サポート知覚、キャリア志向は、
それぞれのキャリア開発施策に応じて調整効果を有する場合があることが分かった。  
以上のことから、企業がキャリア開発施策をワーク・エンゲイジメントの向上を意図した施策として
取り入れる際には、その内容について取捨選択が必要である。具体的には、「キャリアカウンセリング」、
「自己啓発の支援」がワーク・エンゲイジメントの向上を目的とする場合においては直接的に有用であ
るが、「キャリア面談・自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「異動機会」は有用な施策と
は言えないことが明らかとなった。一方、離職意思への影響については、いずれのキャリア開発施策に
よる影響を確認することができなかった。つまり、キャリア開発施策においては、その実施そのものに
よる従業員のリテンションが損なわれるリスクやハイパフォーマーの離職を促してしまうリスク等を考
慮する必要がないことが明らかとなった。また、いずれのキャリア開発施策実施の際には、年齢、組織
サポート知覚、キャリア志向に応じて影響力が変化することがある点に留意した対応が必要であること
が示唆された。  
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１．研究の目的 
人生 100 年時代と言われる現在において、日本社会の少子高齢化の進行は企業の組
織構造に多大な影響を与えている。多くの企業では、中高年層が若年層を上回る年齢
構成の逆ピラミッド化現象が既に顕在化しており、今後もその傾向は続くものと予測
されている。一方、個人のキャリアプランやライフプランに対するニーズは多様化し
ている。こうした変化は、これまで以上に多様な働き方・多様なキャリアが尊重され
る社会風土を醸成し、今後も不可逆的な状況と言える。多くの日本企業における人事
制度、人事施策は、従来型の雇用慣行の一つである終身雇用の考え方を前提とした要
素が色濃く残っている。そのことは、日本企業におけるキャリア観が画一的な考え方
の傾向を持つことに多大な影響を与えていると言える。しかしながら、現在の日本社
会の変化は、こうした多くの日本企業における人事制度・人事施策の前提条件に大き
な変化が生じていることを意味しており、今後日本企業にはこうした点を念頭に置い
た対応が求められる。  
今後個人はより主体的で自律的なキャリア開発が求められ、自身のキャリアを自ら
築いていくキャリア観が一般的になると考えられる。個人は、その主体的なキャリア
観において、特定の企業でキャリアを築くことがあくまで多様な選択肢の一つにすぎ
ないという考えをより意識することとなる。そのこと踏まえ、企業の人事制度、人事
施策は、従来の画一的なキャリア観から脱却し、今後より個人の多様な働き方・多様
なキャリアを前提としなければならない。つまり、個人が継続的にその企業で働くこ
と、キャリアを築くことを選び、その企業の中で活躍できるような環境を作り続けな
ければならない。それゆえ、企業と個人の関わり方は、これまでの延長とは異なり、
より多様で、複雑化したものへシフトしていくと考えられる。  
企業の個人への関わり方として、人事制度、人事施策の中でも、現在もあらゆる手
法で実施されているキャリア開発施策はその重要性が高まっており、今後もその傾向
は継続すると言える。各種の人事制度・人事施策は、個別具体的な目的がそれぞれに
存在するが、究極的には従業員に何かしらの影響を与えることで、組織の生産性向上、
成長に貢献し、ひいては企業価値の向上に繋がることを目的としているはずである。
キャリア開発施策もその一つであることに疑いの余地はない。しかしながら、従来の
キャリア開発施策は、前述の変化の中で、今後必ずしも企業が期待する成果を得られ
ない状況が起こり得ると考えられる。具体的には、個人がより主体的なキャリア観を
抱くことで、企業のキャリア開発施策がその個人の置かれている状況や思考に応じて、
生産性向上の効果を薄めてしまったり、ハイパフォーマーの離職リスクを高めてしま
ったりするといったことである。キャリア開発施策に関するこうした課題認識からも、
企業は今後、キャリア開発施策において個人の生産性向上と離職リスクに影響を与え
ると考えられるワーク・エンゲイジメントと離職意思をより意識し、各種の施策を企
画検討、実施していかなければならないと考えられる。  
以上より、本研究では、企業が実施するキャリア開発施策が従業員のワーク・エン
ゲイジメントおよび離職意思に影響するのかを明らかにすることを目的とする。また、
それらはいかなる対象と環境において効果的であるのかを明らかにすることを目的と
する。その際の対象および環境として、年齢、組織サポート知覚（ perceived 
 2 
organizational support: POS）、4 つの異なるキャリア志向（階層的キャリア志向、専
門的キャリア志向、スパイラル・キャリア志向、変動的キャリア志向）がどのような
調整効果をもたらすのかについて検証を行う。これらを通じて、企業がキャリア開発
施策を実施する際に、どのような施策を、どのような対象と環境に留意しながら企画
検討、実施すれば良いのかを考察する。  
  
２．概念的枠組み及び仮説 
2.1  キャリア開発施策に対する従業員知覚 
企業が実施するキャリア開発施策は、企業が求める人材の育成や個人のキャリアプ
ランの実現を支援するために行われる計画的な職務開発や能力開発のことを意味する。
これらのキャリア開発施策は、職場で働きながら行われる訓練、いわゆる OJT として
実施されるものや、階層別・専門別・課題別など職場を離れて行われる訓練や研修、
いわゆる Off-JT として実施されるもの、また、自学自習、外部の勉強会等への参加、
資格試験受験など、いわゆる自己啓発として支援されるもの等、あらゆる手法で実施
される。  
実際のキャリア開発施策の具体的内容は、実施する企業の目的や状況に応じて異な
るものの、大きく以下の 5 つに大別することができる。それは、（1）キャリア面談・
自己申告の機会、（2）世代別キャリアデザイン研修、（3）キャリアカウンセリング、
（4）異動機会、（5）自己啓発の支援である。具体的にはそれぞれ以下の通りである。  
第 1 の「キャリア面談・自己申告の機会」とは、所属する企業において、いわゆる
自己申告制度と呼ばれる希望職種、専門知識、特技などを自ら申告する機会、もしく
はキャリア形成に関する意向、異動の希望などを上司や人事と話をするキャリア面談
の機会や日頃から自身の異動希望や希望職種について上司と会話できる環境があるこ
とを指す。  
第 2 の「世代別キャリアデザイン研修」とは、所属する企業において、これまでの
経験を振り返り、将来に向けたキャリアを考えるための研修、いわゆるキャリアデザ
イン研修が世代別で実施されていることを指す。  
第 3 の「キャリアカウンセリング」とは、所属する企業において、外部のキャリア
コンサルタント、もしくは社内のキャリアコンサルタントの有資格者に相談できる機
会があることを指す。  
第 4 の「異動機会」とは、所属する企業において、計画的なジョブローテーション
など、定期的な異動の機会、社内公募制度（人材を求める部署が募集をかけ、そこへ社
員自らが応募することができる制度）、もしくは FA 制度（社員自らが部署を指定して異
動希望を出せる制度）があり、適切に運用されていることを指す。  
第 5 の「自己啓発の支援」とは、所属する企業において、社内外問わず自己啓発（自
発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨している、もしくは社内外問わず自己啓発
を支援してくれる制度があることを指す。  
本研究においては、キャリア開発施策をこれら 5 つに分け、それぞれについて、従
業員が自身の所属する企業において提供されていると知覚している状態と定義する。  
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2.2  キャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントおよび離職意思 
ワーク・エンゲイジメントとは、動機づけの概念であり、熱意、没頭、活力の 3 つ
の要因が揃っている状態を言う。具体的には、仕事に誇りをもち、仕事にエネルギー
を注ぎ、仕事から活力を得て生き生きとしている状態である（Bakker & Leiter, 2010 島
津他訳, 2014）。企業が実施するキャリア開発施策は、キャリア面談・自己申告の機会、
世代別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援
のいずれにおいても、個人の主体的で自律的なキャリア開発を促進し、それぞれのキ
ャリア観をより強める機会を提供するものである。キャリア開発施策によってキャリ
ア観が強まった個人は、職場での活力、仕事への熱意、仕事への没頭の全て、もしく
はいずれかが向上するであろうことから、ワーク・エンゲイジメントが向上すること
が推測できる。  
以上から、以下の仮説を設定した。  
 
仮説 1：キャリア開発施策はワーク・エンゲイジメントに正の関係を有する。  
 
 また、企業が実施するキャリア開発施策は、キャリア面談・自己申告の機会、世代
別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援のい
ずれにおいても、個人の主体的で自律的なキャリア開発を促進し、それぞれのキャリ
ア観をより強める機会を提供するものである。キャリア開発施策を通じて、所属する
企業における自身の将来像を思い描く機会がより多くなり、現在所属している企業に
留まる自己イメージが強化されるであろうことから、転職意思は低減されることが推
測できる。  
 以上から、以下の仮説を設定した。  
 
 仮説 2：キャリア開発施策は離職意思に負の関係を有する。  
 
2.3  キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影
響と調整効果 
 企業の実施するキャリア開発施策は、対象者によってその受け止め方やその後の行
動にどのような影響を及ぼすのかは異なってくる。つまり、その対象と環境がどうい
った状況にあるのかによって、キャリア開発施策の効果は大きく左右されると考えら
れる。  
 キャリア開発施策の対象となる従業員の属性として、キャリア観と最も密接に関係
するものの一つが「年齢」である。年齢が高くなりライフステージが変わる状況にお
いてもキャリアの発達は継続し、個人のキャリア観はより現在の延長線上での自己実
現を求め、より保守的なキャリア観が強まっていくであろうことが考えられる。その
ため、企業の実施するキャリア開発施策は、その対象者の年齢によって効果が異なっ
てくることが推測される。具体的には、キャリア面談・自己申告の機会、世代別キャ
リアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援のいずれも、
ワーク・エンゲイジメントと正の関係がある。ただし、年齢の上昇につれ、この正の
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関係は弱まると考えられる。特に、異動機会については、他のキャリア開発施策と比
較し、本人の日常的な業務への影響が大きいため、その影響が顕著と考えられる。  
一方、離職意思については、いずれのキャリア開発施策も離職意思と負の関係があ
る。ただし、年齢の上昇につれ、この負の関係は弱まると考えられる。  
つまり、企業によるキャリア開発施策は若年層のワーク・エンゲイジメントの向上
および離職意思低下の効果を強めるが、中高年層に対しては効果が弱まるということ
である。  
以上から、以下の仮説を設定した。  
 
仮説 3：従業員の年齢は、5 つのキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントの正
の関係を弱める。具体的には、年齢が高い層では、低い層に比べ、キャリア開
発施策とワーク・エンゲイジメントの正の関係は弱いが、年齢が低い層では、
高い層に比べ、この関係は強いだろう。キャリア面談・自己申告の機会にお
ける上記仮説を仮説 3a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 3b、キャリア
カウンセリングを仮説 3c、異動機会を仮説 3d、自己啓発の支援を仮説 3e と
する。  
仮説 4：従業員の年齢は、5 つのキャリア開発施策と離職意思の負の関係を弱める。
具体的には、年齢が高い層では、低い層に比べ、キャリア開発施策と離職意思
の負の関係は弱いが、年齢が低い層では、高い層に比べ、この関係は強いだろ
う。キャリア面談・自己申告の機会における上記仮説を仮説 4a、世代別キャリ
アデザイン研修を仮説 4b、キャリアカウンセリングを仮説 4c、異動機会を仮説
4d、自己啓発の支援を仮説 4e とする。  
 
2.3.1  組織サポート知覚（perceived organizational support: POS） 
組織サポート知覚とは、従業員と組織の関係性に関する概念である。組織が従業員
の貢献を価値あるものとしている程度や、従業員の幸福に配慮してくれている程度に
関する全般的な信念である（Eisenberger, Huntington, Hutchison, & Sowa, 1986）。企
業が教育訓練を実施する際に、対象となる従業員へどのような意思を伝え、どのよう
な姿勢で臨んでもらうかは、その後の従業員の行動変化への影響を左右する要素とし
て重要である。その環境要因の代表として、組織サポート知覚が考えられる。キャリ
ア開発施策においても、同様に組織サポート知覚によって、その効果が異なってくる
ことが推測される。具体的には、キャリア面談・自己申告の機会、世代別キャリアデ
ザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援のいずれも、ワー
ク・エンゲイジメントと正の関係がある。ただし、組織サポート知覚の上昇につれ、
この正の関係は強まると考えられる。  
一方、離職意思については、いずれのキャリア開発施策も離職意思と負の関係があ
る。ただし、組織サポート知覚の上昇につれ、この負の関係は弱まると考えられる。  
つまり、企業によるキャリア開発施策は組織サポート知覚が高い層に対しては、ワ
ーク・エンゲイジメントの向上、離職意思の低下を強めるが、低い層に対しては効果
が弱まるということである。  
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以上から、以下の仮説を設定した。  
 
仮説 5：従業員の組織サポート知覚は、5 つのキャリア開発施策とワーク・エンゲイ
ジメントの正の関係を強める。具体的には、組織サポート知覚が高い層では、
低い層に比べ、キャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントの正の関係は強
いが、組織サポート知覚が低い層では、高い層に比べ、この関係が弱いだろう。
キャリア面談・自己申告の機会における上記仮説を仮説 5a、世代別キャリアデ
ザイン研修を仮説 5b、キャリアカウンセリングを仮説 5c、異動機会を仮説 5d、
自己啓発の支援を仮説 5e とする。  
仮説 6：従業員の組織サポート知覚は、5 つのキャリア開発施策と離職意思の負の関
係を強める。具体的には、組織サポート知覚が高い層では、低い層に比べ、キ
ャリア開発施策と離職意思の負の関係は強いが、組織サポート知覚が低い層で
は、高い層に比べ、この関係が弱いだろう。キャリア面談・自己申告の機会に
おける上記仮説を仮説 6a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 6b、キャリア
カウンセリングを仮説 6c、異動機会を仮説 6d、自己啓発の支援を仮説 6e とす
る。  
 
2.3.2  キャリア志向 
 キャリア志向とは、多様な個人のキャリアに対する考え方を分類可能な形で整理し
た概念である。Driver（1979）は、キャリア志向をその方向性と、一つの領域に留ま
る期間の観点から、以下の 4 つのキャリアモデルを示している。それは、（1）階層的
キャリア志向、（2）専門的キャリア志向、（3）スパイラル・キャリア志向、（4）変
動的キャリア志向である。Coombs（1989）は、それぞれのキャリア志向の特徴を以下
のように説明している。  
階層的キャリア志向は、一つのキャリア領域に留まり、組織内で昇進を繰り返して
いくことを志向する。このキャリア志向の人材は、昇進ではない職位の変更も、将来
の昇進につながる場合にのみ納得できる。  
専門的キャリア志向は、一つの職務内容、職務領域に留まることを志向する。この
キャリア志向の人材は、異なる職務領域に移ったり、より高い職位へ昇進したりする
よりは、既存の職務領域の中でより高い専門性（技術や能力）を追求することを志向
する。  
スパイラル・キャリア志向は、水平方向への職務変更か、またはより高い職位へ昇
進を志向し、5～10 年程度ごとに大きなキャリアチェンジを志向する。このキャリア志
向の人材は、変更後の仕事内容は異なるが、従来の仕事と関連性があるキャリアチェ
ンジを志向し、既存のスキルに新しいスキルを積み重ねることでキャリアを形成する。 
変動的キャリア志向は、1～4 年程度ごとに大きなキャリアチェンジを行うことを志
向する。このキャリア志向の人材は、昇進を問わず、前職とは全く異なるスキルや行
動が求められる、全く新しい領域へのキャリアチェンジを志向する。  
 4 つのキャリア志向は、前述の通り、その方向性と一つの領域に留まる期間の観点か
ら分類され、それぞれのキャリア志向を強く持つ人材は、根底となるキャリア観に大
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きな違いがあると言える。このことから、同一のキャリア開発施策の提供を受けた場
合であっても、それぞれ異なる受け止め方をするであろうことが考えられる。つまり、
キャリア面談・自己申告の機会、世代別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリ
ング、異動機会、自己啓発の支援のそれぞれのキャリア開発施策とワーク・エンゲイ
ジメントおよび離職意思の関係に対して、それぞれのキャリア志向の組み合わせ毎に
異なった影響が推測される。  
以上から、以下の仮説を設定した。  
 
仮説 7：従業員の階層的キャリア志向は、5 つのキャリア開発施策とワーク・エンゲイ
ジメントの正の関係を強める。具体的には、階層的キャリア志向が高い層では、
低い層に比べ、キャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントの正の関係は強
いが、階層的キャリア志向が低い層では、高い層に比べ、この関係は弱いだろ
う。キャリア面談・自己申告の機会における上記仮説を仮説 7a、世代別キャリ
アデザイン研修を仮説 7b、キャリアカウンセリングを仮説 7c、異動機会を仮説
7d、自己啓発の支援を仮説 7e とする。  
仮説 8：従業員の階層的キャリア志向は、5 つのキャリア開発施策と離職意思の負の関
係を強める。具体的には、階層的キャリア志向が高い層は、低い層に比べ、キ
ャリア開発施策と離職意思の負の関係は強いが、階層的キャリア志向が低い層
では、高い層に比べ、この関係は弱いだろう。キャリア面談・自己申告の機会
における上記仮説を仮説 8a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 8b、キャリ
アカウンセリングを仮説 8c、異動機会を仮説 8d、自己啓発の支援を仮説 8e と
する。  
仮説 9：従業員の専門的キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・自己
申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセリン
グ」の場合において、ワーク・エンゲイジメントの正の関係に影響を与えな
い。一方で、専門的キャリア志向の高い層は、低い層に比べ、「異動機会」と
ワーク・エンゲイジメントの正の関係は弱いだろう。また、専門的キャリア志
向の高い層は、低い層に比べ、「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメ
ントの正の関係は強いだろう。キャリア面談・自己申告の機会における上記仮
説を仮説 9a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 9b、キャリアカウンセリン
グを仮説 9c、異動機会を仮説 9d、自己啓発の支援を仮説 9e とする。  
仮説 10：従業員の専門的キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・自己
申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセリン
グ」の場合において、離職意思の負の関係に影響を与えない。一方で、専門
的キャリア志向の高い層は、低い層に比べ、「異動機会」と離職意思の負の関
係は弱いだろう。また、専門的キャリア志向の高い層は、低い層に比べ、「自
己啓発の支援」と離職意思の負の関係は強いだろう。キャリア面談・自己申告
の機会における上記仮説を仮説 10a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 10b、
キャリアカウンセリングを仮説 10c、異動機会を仮説 10d、自己啓発の支援を
仮説 10e とする。  
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仮説 11：従業員のスパイラル・キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・
自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセ
リング」の場合において、ワーク・エンゲイジメントの正の関係に影響を与
えない。一方で、スパイラル・キャリア志向が高い層は、低い層に比べ、「異
動機会」、「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメントの正の関係は強い
だろう。キャリア面談・自己申告の機会における上記仮説を仮説 11a、世代別
キャリアデザイン研修を仮説 11b、キャリアカウンセリングを仮説 11c、異動機
会を仮説 11d、自己啓発の支援を仮説 11e とする。  
仮説 12：従業員のスパイラル・キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・
自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセ
リング」の場合において、離職意思の負の関係に影響を与えない。一方で、
スパイラル・キャリア志向が高い層は、低い層に比べ、「異動機会」、「自
己啓発の支援」と離職意思の負の関係は強いだろう。キャリア面談・自己申告
の機会における上記仮説を仮説 12a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 12b、
キャリアカウンセリングを仮説 12c、異動機会を仮説 12d、自己啓発の支援を
仮説 12e とする。 
仮説 13：従業員の変動的キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・自己
申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセリン
グ」の場合において、ワーク・エンゲイジメントの正の関係に影響を与えな
い。一方で、変動的キャリア志向が高い層は、低い層に比べ、「異動機会」、
「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメントの正の関係は強いだろう。キ
ャリア面談・自己申告の機会における上記仮説を仮説 13a、世代別キャリアデ
ザイン研修を仮説 13b、キャリアカウンセリングを仮説 13c、異動機会を仮説
13d、自己啓発の支援を仮説 13e とする。  
仮説 14：従業員の変動的キャリア志向は、キャリア開発施策が「キャリア面談・自己
申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセリン
グ」の場合において、離職意思の負の関係に影響を与えない。一方で、変動
的キャリア志向が高い層は、低い層に比べ、「異動機会」、「自己啓発の支
援」は離職意思の負の関係は強いだろう。キャリア面談・自己申告の機会にお
ける上記仮説を仮説 14a、世代別キャリアデザイン研修を仮説 14b、キャリア
カウンセリングを仮説 14c、異動機会を仮説 14d、自己啓発の支援を仮説 14e
とする。  
 
以上の仮説 3～14 を図示化すると以下の通りである。  
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図 1: キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影響と調整
効果の仮説 
 
 
３．方法 
3.1  データ 
調査対象は、本研究の課題認識の背景となる日本社会の変化を踏まえ、その対応が
必要とされる企業であり、またその変革が容易ではないと考えられる企業を想定し、
従業員 1,000 名以上の企業に勤める正社員とした。  
質問紙は全 31 問で構成されており、インターネット調査会社を通じて、2018 年 10
月に調査を実施し、その結果、合計 200 名の回答を得た。年齢の内訳は、22～29 歳が
40 名（20.0％）、30～39 歳が 40 名（20.0％）、40～49 歳が 40 名（20.0％）、50～59
歳が 40 名（20.0％）、60～69 歳が 40 名（20.0％）、平均年齢は 44.3 歳であった。性
別の内訳は、男性 100 名（50.0％）、女性 100 名（50.0％）であった。職種別では、事
務系職種が 163 名（81.5％）、技術系職種が 37 名（18.5％）となっており、従業員数
別では、1,000～1,999 人が 37 名（18.5％）、2,000～2,999 人が 26 名（13.0％）、3 ,000
～3,999 人が 15 名（7.5％）、4,000～4,999 人が 8 名（4.0％）、5,000～5,999 人が 10 名
（5.0％）、6,000～6,999 人が 3 名（1.5％）、7,000～7,999 人が 4 名（2.0％）、8,000
～8,999 人が 4 名（2.0％）、9,000～9,999 人が 11 名（5.5％）、10,000 人以上が 82 名
（41.0％）であった。  
 
3.2  尺度 
キャリア開発施策のワーク・エンゲイジメント、離職意思への影響およびその際の
対象と環境を明らかにするため、独自および先行研究をもとに次の尺度を作成した。
独立変数となるキャリア開発施策に対する従業員知覚の尺度として①キャリア面談・
自己申告の機会、②世代別キャリアデザイン研修、③キャリアカウンセリング、④異
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動機会、⑤自己啓発の支援の 5 つ、調整効果となる⑥組織サポート知覚、また、調整
効果となるキャリア志向の尺度として⑦階層的キャリア志向、⑧専門的キャリア志向、
⑨スパイラル・キャリア志向、⑩変動的キャリア志向の 4 つ、従属変数となる⑪離職
意思、⑫ワーク・エンゲイジメントの合計 12 項目を設定した。  
 
3.2.1  キャリア開発施策に対する従業員知覚  
前述の通り、本研究においては、キャリア開発施策に対する従業員知覚を、キャリ
ア面談・自己申告の機会、世代別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、
異動機会、自己啓発の支援の 5 つに分け、それぞれについて、従業員が自身の所属す
る企業において提供されていると知覚している状態と定義した。  
まず、「キャリア面談・自己申告の機会」は、筆者が独自に作成し、3 項目から構
成され、いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．
あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，
7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社では、希望職種、
専門知識、特技などを自ら申告する機会、いわゆる自己申告制度がある。」が挙げら
れる。信頼性係数 (Cronbach’s α) は、α = .81 を示しており、一般に許容される  α = .60 
の水準を上回っていることから、高い内的一貫性  (internal consistency) が確認された
と言える。  
続いて、「世代別キャリアデザイン研修」は、筆者が独自に作成し、3 項目から構
成され、いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．
あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，
7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社では、これまで
の経験を振り返り、将来に向けたキャリアを考えるための研修、いわゆるキャリアデ
ザイン研修が実施されている。」が挙げられる。信頼性係数は、α = .89 を示しており、
高い内的一貫性が確認されたと言える。 
続いて、「キャリアカウンセリング」は、筆者が独自に作成し、2 項目から構成さ
れ、いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．あま
り当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，7．
非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社では、外部のキャ
リアコンサルタントに相談できる機会がある。」が挙げられる。信頼性係数は、α = .94 
を示しており、非常に高い内的一貫性が確認されたと言える。  
続いて、「異動機会」は、筆者が独自に作成し、3 項目から構成され、いずれも 7
段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．あまり当てはまらな
い，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，7．非常に当ては
まる）によって測定した。項目例として、「私の会社では、計画的なジョブローテー
ションなど、定期的な異動の機会がある。」が挙げられる。信頼性係数は、α = .72 を
示しており、高い内的一貫性が確認されたと言える。  
最後に、「自己啓発の支援」は、筆者が独自に作成し、2 項目から構成され、いずれ
も 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．あまり当てはま
らない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，7．非常に当
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てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社では、社内外問わず自己啓
発 （自発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨している。」が挙げられる。信頼性
係数は、α = .80 を示しており、高い内的一貫性が確認されたと言える。  
 
3.2.2  組織サポート知覚（perceived organizational support: POS） 
組織サポート知覚は Eisenberger, Armeli, Rexwinkel, Lynch & Rhoades（2001）か
ら、3 項目を選択し、本研究で使用した。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはま
らない，2．当てはまらない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．
やや当てはまる，6．当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例
として、「私の会社は、私の幸せを本当に気にかけてくれている。」が挙げられる。
信頼性係数は、α = .93 を示しており、非常に高い内的一貫性が確認されたと言える。 
 
3.2.3  キャリア志向 
前述の通り、本研究において 4 つのキャリア志向は、階層的キャリア志向、専門的
キャリア志向、スパイラル・キャリア志向、変動的キャリア志向と定義した。  
まず、階層的キャリア志向は Coombs（1989）を参考に筆者が独自に作成し、2 項目
から構成される。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまら
ない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．
当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社で
は、社内外問わず自己啓発  （自発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨している。」
が挙げられる。信頼性係数は、α = .76 を示しており、高い内的一貫性が確認されたと
言える。  
続いて、専門的キャリア志向は Coombs（1989）を参考に筆者が独自に作成し、2 項
目から構成される。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはま
らない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．
当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社で
は、社内外問わず自己啓発  （自発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨している。」
が挙げられる。信頼性係数は、α = .64 を示しており、内的一貫性が確認されたと言え
る。 
続いて、スパイラル・キャリア志向は Coombs（1989）を参考に筆者が独自に作成
し、3 項目から構成される。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当
てはまらない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはま
る，6．当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私
の会社では、社内外問わず自己啓発  （自発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨し
ている。」が挙げられる。信頼性係数は、α = .88 を示しており、高い内的一貫性が確
認されたと言える。  
続いて、変動的キャリア志向は Coombs（1989）を参考に筆者が独自に作成し、2 項
目から構成される。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはま
らない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．
当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「私の会社で
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は、社内外問わず自己啓発  （自発的な学習や能力向上を図る活動）を推奨している。」
が挙げられる。信頼性係数は、α = .86 を示しており、高い内的一貫性が確認されたと
言える。  
 
3.2.4  離職意思 
離職意思は Cammann et al.（1983）の 3 項目を本研究で使用した。いずれも 7 段階
スケール（1．全く当てはまらない，2．当てはまらない，3．あまり当てはまらない，
4．どちらとも言えない，5．やや当てはまる，6．当てはまる，7．非常に当てはまる）
によって測定した。項目例として、「私はしばしば、会社を辞めることを考えている。」
が挙げられる。信頼性係数は、α = .93 を示しており、非常に高い内的一貫性が確認さ
れたと言える。  
 
3.2.5  ワーク・エンゲイジメント 
ワーク・エンゲイジメントは Schaufeli & Bakker（2003）の 9 項目から、3 項目を選
択し、本研究で使用した。いずれも 7 段階スケール（1．全く当てはまらない，2．当
てはまらない，3．あまり当てはまらない，4．どちらとも言えない，5．やや当てはま
る，6．当てはまる，7．非常に当てはまる）によって測定した。項目例として、「仕
事に熱心である。」が挙げられる。信頼性係数は、α = .89 を示しており、高い内的一
貫性が確認されたと言える。  
 
3.2.6  統制変数 
 本研究では、各回答者の属性に関する次の変数を統制的にコントロールした上で、
上述の各変数の関係が検討された。すなわち、（1）年齢（実数）、（2）性別（1 =「男
性」，2 =「女性」）、（3）婚姻の有無（1 =「有り」，2 =「無し」）、（4）子供の有
無（1 =「有り」，2 =「無し」）、（5）居住地（1 =「東京」，2 =「東京以外」）、（6）
企業の従業員数（1 =「10,000 人以上」，2 =「1,000～9,999 人」）、（7）勤続年数（実
数）、（8）学歴（1 =「大学卒」，2 =「その他」）、（9）転職回数（実数）の 9 変数
が統制された。  
 
４．結果 
4.1  相関分析 
ここでは、前述の統制変数（年齢、性別、婚姻の有無、子供の有無、居住地、企業
の従業員数、勤続年数、学歴、転職回数）、キャリア面談・自己申告の機会、世代別
キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援、組織
サポート知覚、階層的キャリア志向、専門的キャリア志向、スパイラル・キャリア志
向、変動的キャリア志向、離職意思、ワーク・エンゲイジメントの各変数について、
相関分析の結果を示す。本分析の要旨として以下の 3 点が挙げられる。なお、本分析
で使用された全変数の相関係数は、付表として本稿末に掲載した。  
第 1 に、全てのキャリア開発施策（キャリア面談・自己申告の機会（r = .47）、世代
別キャリアデザイン研修（r = .45）、キャリアカウンセリング（r = .46）、異動機会（r 
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= .52）、自己啓発の支援（r = .50））と組織サポート知覚の間には強い正の相関関係が
あることが分かる。  この結果から、従業員の貢献を価値あるものとしている程度や、
従業員の幸福に配慮してくれていると知覚している組織においては、そうではない組
織に比べキャリア開発施策を積極的に実施していることが推測できる。  
第 2 に、年齢とスパイラル・キャリア志向（r = -.25）、変動的キャリア志向（r = -.24）
および離職意思の間には強い負の相関関係があることが分かる。  この結果から、年齢
が高くなるほど、一つの領域に留まらず、新しい領域へ挑戦するキャリア志向とされ
るスパイラル・キャリア志向、もしくは変動的キャリア志向を持つ人材が少ないこと
が推測できる。  
第 3 に、スパイラル・キャリア志向（r = .33）および変動的キャリア志向（r = .47）
と離職意思の間には強い正の相関関係があること分かる。この結果から、一つの領域
に留まらず、新しい領域へ挑戦するキャリア志向を持つ人材は、所属する企業に拘る
ことはせず、離職意思が高いことが言える。  
第 4 に、4 つの全てのキャリア志向（階層的キャリア志向（r = .35）、専門的キャリ
ア志向（r = .32）、スパイラル・キャリア志向（r = .29）、変動的キャリア志向（r = .27））
とワーク・エンゲイジメントの間には強い正の相関関係があることが分かる。この結
果から、そのキャリア志向がどのような考え方であった場合においても、自身のキャ
リア志向について自己理解がより強い人材は、仕事に誇りをもち、仕事にエネルギー
を注ぎ、仕事から活力を得て生き生きとしている状態であることが言える。  
 
4.2  重回帰分析 
4.2.1  キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影響 
本研究の仮説 1 において、キャリア開発施策はワーク・エンゲイジメントに正の関
係を有することを示した。これらの関係を検証するため、ワーク・エンゲイジメントを
従属変数とし、統制変数をコントロールした上で、前述の 5 つのキャリア開発施策を投
入した重回帰分析を行った。その結果、仮説 1 は「キャリア面談・自己申告の機会」、
「世代別キャリアデザイン研修」、「異動機会」においては棄却され、「キャリアカ
ウンセリング」（β = .26, p < .01）、「自己啓発の支援」（β = .22, p < .05）においては
支持されたことになる。  
また、本研究の仮説 2 において、キャリア開発施策は離職意思に負の関係を有する
ことを示した。これらを検証するため、離職意思を従属変数とし、統制変数をコントロ
ールした上で、前述の 5 つのキャリア開発施策を投入した重回帰分析を行った。その結果、
仮説 2 は「キャリア面談・自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「キ
ャリアカウンセリング」、「異動機会」、「自己啓発の支援」のいずれにおいても棄
却されたことになる（表 1・図 2）。  
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表 1: キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影響 a 
 
β p β p
Step1 年齢 .14 -.31 *
性別 -.04 .00
婚姻の有無 -.19 * -.09
子供の有無 .05 -.01
居住地 -.05 .04
企業の従業員数 -.07 -.03
勤続年数 -.01 .09
学歴 -.01 .01
転職回数 -.03 .03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 .11 -.08
世代別キャリアデザイン研修 .08 .03
キャリアカウンセリング .26 ** .15
異動機会 -.13 -.11
自己啓発の支援  .22 * -.10
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
離職意思ワーク・エンゲイジメント
　　独立変数
 
 
図 2: キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影響  
 
 
4.2.2  キャリア開発施策がワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に与える影響と
調整効果 
本研究の仮説 3～4 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・エ
ンゲイジメントおよび離職意思との関係に年齢の調整効果の有無を示した。これらの
調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメントを従属変数として、統
制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策と年齢の 2 要因交互作用項を
重回帰分析に投入した。  
結果として、「キャリア面談・自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、
「キャリアカウンセリング」、「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメントおよ
び離職意思の関係において、「年齢」は有意な調整効果を持たなかったが、「異動機
会」とワーク・エンゲイジメントの正の関係を弱める有意傾向があること（β = -.19，
p < .10）が分かった。  
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つまり、仮説 3a、3b、3c、3e、4a、4b、4c、4d、4e は棄却され、仮説 3d は支持さ
れたことになる（表 2・図 3～4）。  
 
表 2: 年齢がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える影響 a 
 
β p
Step1 性別 -.05
婚姻の有無 -.20 *
子供の有無 .08
居住地 -.04
企業の従業員数 -.07
勤続年数 .10
学歴 .00
転職回数 .02
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 .10
世代別キャリアデザイン研修 .08
キャリアカウンセリング .26 **
異動機会 -.14
自己啓発の支援  .22 *
Step3 年齢 .14
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 年齢 -.09
世代別キャリアデザイン研修 × 年齢 -.01
キャリアカウンセリング × 年齢 .01
異動機会 × 年齢 -.19 †
自己啓発の支援 × 年齢 .05
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
ワーク・エンゲイジメント
 
 
図 3: 年齢がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える影響  
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図 4: 年齢が異動機会とワーク・エンゲイジメントに与える相互作用効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究の仮説 5～6 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・エ
ンゲイジメントおよび離職意思との関係に組織サポート知覚の調整効果の有無を示し
た。これらの調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメントを従属変
数として、統制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策と組織サポート
知覚の 2 要因交互作用項を重回帰分析に投入した。  
結果として、「キャリア面談・自己申告の機会」、「異動機会」、「自己啓発の支
援」とワーク・エンゲイジメントおよび離職意思の関係において、「組織サポート知
覚」は有意な調整効果を持たなかった。一方、「世代別キャリアデザイン研修」と離
職意思の正の関係を弱めること（β = -.18，p < .10）、また、「キャリアカウンセリン
グ」と離職意思の正の関係を強めること（β = .30，p < .01）が分かった。  
つまり、仮説 5a、5b、5c、5d、5e、6a、6b、6c、6d、6e は棄却されことになる（表
3・図 5～7）。  
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表 3: 組織サポート知覚がキャリア開発施策と離職意思に与える影響 a 
 
β p
Step1 年齢 -.31 *
性別 .00
婚姻の有無 -.09
子供の有無 -.01
居住地 .04
企業の従業員数 -.03
勤続年数 .09
学歴 .01
転職回数 .03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 -.08
世代別キャリアデザイン研修 .03
キャリアカウンセリング .15
異動機会 -.11
自己啓発の支援  -.10
Step3 組織サポート知覚 -.19 *
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 組織サポート知覚 .01
世代別キャリアデザイン研修 × 組織サポート知覚 -.18 †
キャリアカウンセリング × 組織サポート知覚 .30 **
異動機会 × 組織サポート知覚 -.04
自己啓発の支援 ×  組織サポート知覚 -.09
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
離職意思
 
 
図 5: 組織サポート知覚がキャリア開発施策と離職意思に与える影響  
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図 6: 組織サポート知覚が世代別キャリアデザイン研修と離職意思に与える相互作用
効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7: 組織サポート知覚がキャリアカウンセリングと離職意思に与える相互作用効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究の仮説 7～8 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・エ
ンゲイジメントおよび離職意思との関係に階層的キャリア志向の調整効果の有無を示
した。これらの調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメントを従属
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変数として、統制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策と階層的キャ
リア志向の 2 要因交互作用項を重回帰分析に投入した。  
結果として、「キャリア面談・自己申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、
「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメントおよび離職意思の関係において、「階
層的キャリア志向」は有意な調整効果を持たなかった。一方、「キャリアカウンセリ
ング」とワーク・エンゲイジメントの正の関係を強めること（β = .18，p < .10）、「キ
ャリアカウンセリング」と離職意思の正の関係を強めること（β = .29，p < .01）、また、
「異動機会」とワーク・エンゲイジメントの負の関係を弱めること（β = -.30，p < .05）
が分かった。  
つまり、仮説 7a、7b、7d、7e、8a、8b、8c、8d、8e は棄却され、仮説 7c は支持さ
れたことになる（表 4～5・図 8～12）。  
 
表 4: 階層的キャリア志向がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える影
響 a 
 
β p
Step1 年齢 .14
性別 -.04
婚姻の有無 -.19 *
子供の有無 .05
居住地 -.05
企業の従業員数 -.07
勤続年数 -.01
学歴 -.01
転職回数 -.03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 .11
世代別キャリアデザイン研修 .08
キャリアカウンセリング .26 **
異動機会 -.13
自己啓発の支援  .22 *
Step3 階層的キャリア志向 .26 ***
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 階層的キャリア志向 .06
世代別キャリアデザイン研修 × 階層的キャリア志向 .05
キャリアカウンセリング × 階層的キャリア志向 .18 †
異動機会 × 階層的キャリア志向 -.30 *
自己啓発の支援 ×  階層的キャリア志向 .01
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
ワーク・エンゲイジメント
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図 8: 階層的キャリア志向がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える影
響  
 
 
図 9: 階層的キャリア志向がキャリアカウンセリングとワーク・エンゲイジメントに与
える相互作用効果  
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図 10: 階層的キャリア志向が異動機会とワーク・エンゲイジメントに与える相互作用
効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5: 階層的キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響 a 
 
β p
Step1 年齢 -.31 *
性別 .00
婚姻の有無 -.09
子供の有無 -.01
居住地 .04
企業の従業員数 -.03
勤続年数 .09
学歴 .01
転職回数 .03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 -.08
世代別キャリアデザイン研修 .03
キャリアカウンセリング .15
異動機会 -.11
自己啓発の支援  -.10
Step3 階層的キャリア志向 .19 *
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 階層的キャリア志向 -.12
世代別キャリアデザイン研修 × 階層的キャリア志向 -.19
キャリアカウンセリング × 階層的キャリア志向 .29 **
異動機会 × 階層的キャリア志向 .05
自己啓発の支援 ×  階層的キャリア志向 .08
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
離職意思
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図 11: 階層的キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響  
 
 
図 12: 階層的キャリア志向がキャリアカウンセリングと離職意思に与える相互作用効
果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究の仮説 9～10 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・
エンゲイジメントおよび離職意思との関係に専門的キャリア志向の調整効果の有無を
示した。これらの調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメントを従
属変数として、統制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策と専門的キ
ャリア志向の 2 要因交互作用項を重回帰分析に投入した。  
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結果として、「キャリア面談・自己申告の機会」、「異動機会」、「自己啓発の支
援」とワーク・エンゲイジメントおよび離職意思の関係において、「専門的キャリア
志向」は有意な調整効果を持たなかった。一方、「世代別キャリアデザイン研修」と
離職意思の正の関係を弱めること（β = -.25，p < .10）、また、「キャリアカウンセリ
ング」と離職意思の正の関係を強めること（β = .20，p < .05）が分かった。  
つまり、仮説 9d、9e、10b、10c、10d、10e は棄却され、仮説 9a、9b、9c、10a は支
持されたことになる（表 6・図 13～15）。  
 
表 6: 専門的キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響 a 
 
β p
Step1 年齢 -.31 *
性別 .00
婚姻の有無 -.09
子供の有無 -.01
居住地 .04
企業の従業員数 -.03
勤続年数 .09
学歴 .01
転職回数 .03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 -.08
世代別キャリアデザイン研修 .03
キャリアカウンセリング .15
異動機会 -.11
自己啓発の支援  -.10
Step3 専門的キャリア志向 .00
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 専門的キャリア志向 -.07
世代別キャリアデザイン研修 × 専門的キャリア志向 -.25 †
キャリアカウンセリング × 専門的キャリア志向 .20 *
異動機会 × 専門的キャリア志向 .14
自己啓発の支援 ×  専門的キャリア志向 .03
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
離職意思
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図 13: 専門的キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響  
 
 
図 14: 専門的キャリア志向が世代別キャリアデザイン研修と離職意思に与える相互作
用効果  
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図 15: 専門的キャリア志向がキャリアカウンセリングと離職意思に与える相互作用効
果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究の仮説 11～12 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・
エンゲイジメントおよび離職意思との関係にスパイラル・キャリア志向の調整効果の
有無を示した。これらの調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメン
トを従属変数として、統制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策とス
パイラル・キャリア志向の 2 要因交互作用項を重回帰分析に投入した。  
結果として、「世代別キャリアデザイン研修」、「キャリアカウンセリング」、「異
動機会」、「自己啓発の支援」とワーク・エンゲイジメントおよび離職意思の関係に
おいて、「スパイラル・キャリア志向」は有意な調整効果を持たなかった。一方、「キ
ャリア面談・自己申告の機会」と離職意思の負の関係を弱めること（β = -.20，p < .05）
が分かった。  
つまり、仮説 11d、11e、12a、12d、12e は棄却され、仮説 11a、11b、11c、12b、12c
は支持されたことになる（表 7・図 16～17）。  
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表 7: スパイラル・キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響 a 
 
β p
Step1 年齢 -.31 *
性別 .00
婚姻の有無 -.09
子供の有無 -.01
居住地 .04
企業の従業員数 -.03
勤続年数 .09
学歴 .01
転職回数 .03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 -.08
世代別キャリアデザイン研修 .03
キャリアカウンセリング .15
異動機会 -.11
自己啓発の支援  -.10
Step3 スパイラル・キャリア志向 .39 ***
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × スパイラル・キャリア志向 -.20 *
世代別キャリアデザイン研修 × スパイラル・キャリア志向 -.04
キャリアカウンセリング × スパイラル・キャリア志向 -.04
異動機会 × スパイラル・キャリア志向 .23
自己啓発の支援 ×  スパイラル・キャリア志向 .02
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
離職意思
 
 
図 16: スパイラル・キャリア志向がキャリア開発施策と離職意思に与える影響  
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図 17: スパイラル・キャリア志向がキャリア面談・自己申告の機会と離職意思に与え
る相互作用効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究の仮説 13～14 において、企業が実施する各種のキャリア開発施策とワーク・
エンゲイジメントおよび離職意思との関係に変動的キャリア志向の調整効果の有無を
示した。これらの調整効果について検証するために、ワーク・エンゲイジメントを従
属変数として、統制変数をコントロールした上で、5 つのキャリア開発施策と変動的キ
ャリア志向の 2 要因交互作用項を重回帰分析に投入した。  
結果として、「世代別キャリアデザイン研修」、「自己啓発の支援」とワーク・エ
ンゲイジメントおよび離職意思の関係において、「変動的キャリア志向」は有意な調
整効果を持たなかった。一方、「キャリア面談・自己申告の機会」とワーク・エンゲ
イジメントの正の関係を強めること（β = .24，p < .01）、「キャリアカウンセリング」
とワーク・エンゲイジメントの正の関係を強めること（β = .21，p < .05）、また、「異
動機会」とワーク・エンゲイジメントの負の関係を弱めること（β = -.20，p < .10）が
分かった。  
つまり、仮説 13a、13c、13d、13e、14d、14e は棄却され、仮説 13b、14a、14b、14c
は支持されたことになる（表 8・図 18～21）。  
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表 8: 変動的キャリア志向がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える影
響 a 
β p
Step1 年齢 .14
性別 -.04
婚姻の有無 -.19 *
子供の有無 .05
居住地 -.05
企業の従業員数 -.07
勤続年数 -.01
学歴 -.01
転職回数 -.03
Step2 キャリア面談・自己申告の機会 .11
世代別キャリアデザイン研修 .08
キャリアカウンセリング .26 **
異動機会 -.13
自己啓発の支援  .22 *
Step3 変動的キャリア志向 .19 *
Step4 キャリア面談・自己申告の機会 × 変動的キャリア志向 .24 **
世代別キャリアデザイン研修 × 変動的キャリア志向 -.03
キャリアカウンセリング × 変動的キャリア志向 .21 *
異動機会 × 変動的キャリア志向 -.20 †
自己啓発の支援 ×  変動的キャリア志向 .01
a.  †< 0.1  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001
　　独立変数
ワーク・エンゲイジメント
 
 
図 18: 変動的キャリア志向がキャリア開発施策とワーク・エンゲイジメントに与える
影響  
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図 19: 変動的キャリア志向がキャリア面談・自己申告の機会とワーク・エンゲイジメ
ントに与える相互作用効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 20: 変動的キャリア志向がキャリアカウンセリングとワーク・エンゲイジメントに
与える相互作用効果  
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図 21: 変動的キャリア志向が異動機会とワーク・エンゲイジメントに与える相互作用
効果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．考察 
本研究は、企業が実施するキャリア開発施策（キャリア面談・自己申告の機会、世
代別キャリアデザイン研修、キャリアカウンセリング、異動機会、自己啓発の支援）
が従業員のワーク・エンゲイジメントおよび離職意思に影響するのかを明らかにする
ことを目的としていた。また、それらはいかなる対象と環境において効果的であるの
かを明らかにすることを目的とし、その際の対象および環境として、年齢、組織サポ
ート知覚、4 つの異なるキャリア志向（階層的キャリア志向、専門的キャリア志向、ス
パイラル・キャリア志向、変動的キャリア志向）がどのような調整効果をもたらすの
かについて検証を行った。  
具体的には、以下のことが明らかとなった。キャリア開発施策のうち「キャリアカウン
セリング」、「自己啓発の支援」が、それぞれワーク・エンゲイジメントに正の関係を有
すると同時に、それ以外の施策はワーク・エンゲイジメントに有意な関係を有していない
ことが明らかとなった。さらに、いずれのキャリア開発施策も離職意思に有意な関係を有
していないことが明らかとなった。また、「年齢」、「組織サポート知覚」、「キャリア
志向」は、それぞれのキャリア開発施策に応じて調整効果を有する場合があることが分か
った。具体的には以下の通りである。「年齢」が高まると、「異動機会」はワーク・エン
ゲイジメントをより下げること。「組織サポート知覚」が高いと、「世代別キャリアデザ
イン研修」は離職意思が高まることを軽減すること。「組織サポート知覚」が高いと、「キ
ャリアカウンセリング」は離職意思をより高めること。「階層的キャリア志向」が強いと、
「異動機会」はワーク・エンゲイジメントが下がることを軽減すること。「階層的キャリ
ア志向」が強いと、「キャリアカウンセリング」はワーク・エンゲイジメントをより高め
ること。「階層的キャリア志向」が強いと、「キャリアカウンセリング」は離職意思をよ
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り高めること。「専門的キャリア志向」が強いと、「世代別キャリアデザイン研修」は離
職意思が高まることを軽減すること。「専門的キャリア志向」が強いと、「キャリアカウ
ンセリング」は離職意思をより高めること。「スパイラル・キャリア志向」が強いと、「キ
ャリア面談・自己申告の機会」は離職意思が下がることを軽減すること。「変動的キャリ
ア志向」が強いと、「キャリア面談・自己申告の機会」はワーク・エンゲイジメントをよ
り高めること。「変動的キャリア志向」が強いと、「キャリアカウンセリング」はワーク・
エンゲイジメントをより高めること。「変動的キャリア志向」が強いと、「異動機会」は
ワーク・エンゲイジメントが下がることを軽減すること。  
以上のことから、企業がキャリア開発施策をワーク・エンゲイジメントの向上を意図し
た施策として取り入れる際には、その内容について取捨選択が必要である。  
具体的には、「キャリアカウンセリング」、「自己啓発の支援」がワーク・エンゲイジ
メントの向上を目的とする場合においては直接的に有用であるが、「キャリア面談・自己
申告の機会」、「世代別キャリアデザイン研修」、「異動機会」は有用な施策とは言えな
いことが明らかとなった。一方、離職意思への影響については、いずれのキャリア開発施
策による影響を確認することができなかった。つまり、キャリア開発施策においては、そ
の実施そのものによる従業員のリテンションが損なわれるリスクやハイパフォーマーの離
職を促してしまうリスク等を考慮する必要がないことが明らかとなった。  
また、いずれのキャリア開発施策実施の際には、年齢、組織サポート知覚、キャリア志
向に応じて影響力が変化することがある点に留意した対応が必要であることが示唆された。
具体的には、特に以下の点である。  
「キャリア面談・自己申告の機会」は、「変動的キャリア志向」が高い層を対象とする
場合は、ワーク・エンゲイジメントをより高めるため、そういった個人をより支援するこ
とを図るのであれば、同施策の活用は一つの選択肢となるかもしれない。  
「世代別キャリアデザイン研修」は、「組織サポート知覚」もしくは「専門的キャリア
志向」が高い層を対象とする場合は、離職意思が高まることを軽減するため、そういった
個人のリテンションを図るのであれば、同施策の活用は一つの選択肢となるかもしれない。 
「キャリアカウンセリング」は、「階層的キャリア志向」もしくは「変動的キャリア志
向」が高い層を対象とする場合は、ワーク・エンゲイジメントをより高めるため、そうい
った個人をより支援することを図るのであれば、同施策の活用は一つの選択肢となるかも
しれない。一方、「組織サポート知覚」もしくは「階層的キャリア志向」もしくは「専門
的キャリア志向」が高い層を対象とする場合は、離職意思をより高めるため、そういった
個人のリテンションを図りたいのであれば、同施策の実施を避けること、もしくはそうい
った対象者を充分に理解した慎重な対応が必要となる。  
「異動機会」は、「年齢」もしくは「変動的キャリア志向」が高い層を対象とする場合
は、ワーク・エンゲイジメントをより下げるため、そういった対象者を充分に理解した慎
重な対応が必要となる。  
企業の個人への関わり方は、今後より個人の多様な働き方・多様なキャリアを前提とし
なければならない。本研究によって、多くの仮説は棄却されたこととなり、広義のキャリ
ア開発施策は従業員のワーク・エンゲイジメントおよび離職意思への影響が限定的である
ことが明らかとなった。一方で、各種のキャリア開発施策は、その対象や環境に応じて効
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果が異なる場合があることも明らかとなった。つまり、多様なキャリア観を持つ個人が継
続的にその企業で働くこと、キャリアを築くことを選び、その企業の中で活躍できるよう
な環境を作り続けるために、企業にとっては多くの課題が浮き彫りになったと言える。企
業は、人事制度、人事施策が従業員に対して具体的にどういった影響を与えるのかに関し
て、単なる仮説に留まった企画検討、実施を回避しなければならず、今後益々適切な施策
を、適切な対象者へ、適切な環境で提供することが求められる。勿論、本研究で取り上げ
たキャリア開発施策だけでは十分でないことは言うまでもない。また、個人の多様な働き
方・多様なキャリアは、そのまま人事施策の効果が多様であることが示唆される。企業は、
これらの認識を正しく持ち、価値観の変化する個人との建設的な関わり方を真摯に模索し、
愚直に向き合っていかなければならない。  
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Appendix 
 
付表 全変数の相関分析結果 a 
 
平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
1 年齢 44.285 12.891 1.00
2 性別 0.500 0.501 .00 1.00
3 婚姻の有無 0.515 0.501 .33 *** .17 * 1.00
4 子供の有無 0.460 0.500 .45 *** .12 .66 *** 1.00
5 居住地 0.250 0.434 .04 -.09 -.09 -.16 * 1.00
6 企業の従業員数 0.410 0.493 .10 .06 .06 .03 .04 1.00
7 勤続年数 16.725 11.566 .75 *** .15 * .34 *** .34 *** -.08 .13 1.00
8 学歴 4.495 1.178 -.24 *** .20 ** -.05 -.18 * .06 -.01 -.19 ** 1.00
9 転職回数 0.845 1.386 .31 *** -.19 ** .04 .12 .16 * -.08 -.12 -.21 ** 1.00
10 キャリア面談・自己申告の機
会
4.222 1.274 -.04 .11 .00 -.10 -.06 .11 .15 * .09 -.27 *** 1.00
11 世代別キャリアデザイン研修 3.855 1.354 -.07 .08 -.03 -.12 -.12 .09 .03 .12 -.17 * .54 *** 1.00
12 キャリアカウンセリング 2.920 1.408 -.05 -.07 -.16 * -.13 -.02 .14 * .02 .08 -.16 * .34 *** .50 *** 1.00
13 異動機会 3.615 1.201 -.03 .19 ** .02 -.05 .00 .19 ** .12 .18 * -.28 *** .54 *** .58 *** .59 *** 1.00
14 自己啓発の支援  4.023 1.227 -.04 .10 .00 -.02 .00 .04 .07 .14 * -.27 *** .46 *** .55 *** .33 *** .59 *** 1.00
15 POS 3.573 1.255 .03 -.01 .02 -.05 -.05 .03 .02 .06 -.10 .47 *** .45 *** .46 *** .52 *** .50 *** 1.00
16 階層的キャリア 3.685 1.136 -.15 * .15 * -.15 * -.08 -.05 -.06 -.07 .16 * -.13 .28 *** .32 *** .22 ** .29 *** .37 *** .32 *** 1.00
17 専門的キャリア 3.858 1.072 .05 .12 -.11 -.06 .03 .09 .05 .11 -.06 .25 *** .35 *** .21 ** .27 *** .32 *** .31 *** .58 *** 1.00
18 スパイラル・キャリア 3.502 1.220 -.25 *** .11 -.18 * -.12 -.09 -.13 -.16 * .22 ** -.13 .30 *** .28 *** .24 *** .33 *** .28 *** .34 *** .65 *** .26 *** 1.00
19 変動的キャリア 3.513 1.255 -.24 *** .04 -.24 *** -.13 -.12 -.04 -.13 .10 -.11 .25 *** .21 ** .27 *** .25 *** .22 ** .23 *** .52 *** .17 * .74 *** 1.00
20 離職意思 3.400 1.564 -.28 *** -.02 -.17 * -.19 ** .03 -.05 -.19 ** .07 -.08 -.09 -.04 .06 -.08 -.11 -.18 * .15 * -.04 .33 *** .47 *** 1.00
21 ワーク・エンゲイジメント 3.578 1.218 .07 -.07 -.13 -.02 -.04 -.07 .04 -.04 .02 .22 ** .27 *** .31 *** .19 ** .28 *** .42 *** .35 *** .32 *** .29 *** .27 *** -.10 1.00
a.  n=200  * p < .05, ** p < .01, *** p < .001  
 
